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1 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 7号機(本体)と柏崎刈羽原子力発電所第 6号機との差異 
本資料のうち枠囲みの内容は，機密事項に属しますので公開できません。 
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1. 概要  

本資料は，「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準

に関する規則」第 46 条，第 47 条第 4項及び第 5項，第 76 条，

第 77 条並びにそれらの「実用発電用原子炉及びその附属施設

の技術基準に関する規則の解釈」に基づく通信連絡設備につい

て説明するものである。 

 

2. 基本方針  

2.1 通信連絡設備（発電所内）  

原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障そ

の他の異常の際に，中央制御室等から人が立ち入る可能性のあ

る原子炉建屋，タービン建屋，作業場所等の建屋内外各所の人

に操作，作業，退避の指示，事故対策のための集合等の連絡を

ブザー鳴動又は音声若しくはその両方により行うことができ

るよう，警報装置，多様性を確保した所内通信連絡設備及び緊

急時対策所へ事故状態等の把握に必要なデータを伝送できる

安全パラメータ表示システム（SPDS）を設置又は保管する。  

 

 

通信連絡設備（発電所内）は，非常用所内電源又は無停電電

源に接続し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計

とする。 

重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故（以下「重大

事故等」という。）が発生した場合において，発電所内の通信連

絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必要な設備

を設けるとともに，当該設備に代替電源設備から給電が可能な

設計とする。 

 

2.2 通信連絡設備（発電所外）  

設計基準事故が発生した場合において，発電所外の通信連絡

をする必要のある場所と通信連絡ができるよう，所外通信連絡

設備及び発電所内から発電所外の緊急時対策支援システム

（ERSS）等へ必要なデータを伝送できるデータ伝送設備を設置

又は保管する。  

通信連絡設備（発電所外）は，通信方式の多様性を備えた構
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2 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 
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成の通信回線に接続する。テレビ会議システム（テレビ会議シ

ステム（社内向）），専用電話設備（専用電話設備（ホットライ

ン）（地方公共団体他向）），衛星電話設備（社内向）（テレビ会

議システム（社内向）及び衛星社内電話機），統合原子力防災ネ

ットワークを用いた通信連絡設備（テレビ会議システム，IP-

電話機及び IP-FAX）及びデータ伝送設備は，専用通信回線に接

続する設計とする。 

 

 

 

通信連絡設備（発電所外）は，非常用所内電源又は無停電電

源に接続し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計

とする。 

重大事故等が発生した場合において，発電所外の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うために必要な設備を設

けるとともに，当該設備に代替電源設備から給電が可能な設計

とする。 

 

3. 施設の詳細設計方針  

3.1 通信連絡設備（発電所内）  

原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障そ

の他の異常の際に，中央制御室及び 5号機原子炉建屋内緊急時

対策所（対策本部・高気密室）から人が立ち入る可能性のある

原子炉建屋，タービン建屋，作業場所等の建屋内外各所の人に

操作，作業，退避の指示，事故対策のための集合等の連絡をブ

ザー鳴動又は音声若しくはその両方により行うことができる

設備並びに音声及び FAX により行うことができる設備として，

表 1 に示す警報装置及び多様性を確保した所内通信連絡設備

を設置又は保管する。  

警報装置として送受話器（ページング）（警報装置）及び多様

性を確保した所内通信連絡設備として送受話器（ページング），

電力保安通信用電話設備（固定電話機，PHS 端末及び FAX），衛

星電話設備（常設），衛星電話設備（可搬型），無線連絡設備（常

設），無線連絡設備（可搬型）及び携帯型音声呼出電話設備（携

帯型音声呼出電話機）を設置又は保管する。 

成の通信回線に接続する。テレビ会議システム（テレビ会議シ
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する設計とする。 
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3 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）へ

事故状態等の把握に必要なデータを伝送できる設備として，デ

ータ伝送装置，緊急時対策支援システム伝送装置及び SPDS 表

示装置で構成する安全パラメータ表示システム（SPDS）を設置

する。 

警報装置，所内通信連絡設備及び安全パラメータ表示システ

ム（SPDS）については，図 1に示すとおり非常用所内電源又は

無停電電源に接続又は充電式電池若しくは乾電池を使用し，外

部電源が期待できない場合でも動作可能な設計とする。  

 

重大事故等が発生した場合において，発電所内の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うために必要な所内通信

連絡設備及び計測等を行った特に重要なパラメータを発電所

内の必要な場所で共有するために必要な所内通信連絡設備と

して，表 1 に示す必要な数量の衛星電話設備（常設），無線連

絡設備（常設）及び携帯型音声呼出電話設備（携帯型音声呼出

電話機）を中央制御室及び 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所

（対策本部・高気密室）に設置又は保管し，衛星電話設備（可

搬型）及び無線連絡設備（可搬型）は，5 号機原子炉建屋内緊

急時対策所（対策本部・高気密室）に保管する。また，5 号機

屋外緊急連絡用インターフォン（インターフォン）を 5号機原

子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室），5号機中央制

御室及び 5号機原子炉建屋屋外に設置する。なお，可搬型につ

いては必要な数量に加え，故障を考慮した数量の予備を保管す

る。 

中央制御室に設置する衛星電話設備（常設）及び無線連絡設

備（常設）は，中央制御室待避室においても使用できる設計と

する。 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）へ

重大事故等に対処するために必要なデータを伝送できる設備

として，安全パラメータ表示システム（SPDS）のうちデータ伝

送装置をコントロール建屋内に設置し，緊急時対策支援システ
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内緊急時対策所（対策本部・高気密室），5号機中央制御室及び

5 号機原子炉建屋屋外に設置する。なお，可搬型については必

要な数量に加え，故障を考慮した数量の予備を保管する。  

 

中央制御室に設置する衛星電話設備（常設）及び無線連絡設
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4 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 
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ム伝送装置及び SPDS 表示装置を 5 号機原子炉建屋内緊急時対

策所（対策本部・高気密室）内に設置する。 

これらの重大事故等が発生した場合に必要な所内通信連絡

設備及び安全パラメータ表示システム（SPDS）については，図

1 に示すとおり代替電源設備である第一ガスタービン発電機，

電源車又は 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設

備から給電が可能な設計とする。充電式電池を使用する所内通

信連絡設備については，予備の充電式電池と交換すること又は

予備の端末を使用することにより，継続して通話ができ，使用

後の充電式電池は，代替電源設備からの給電が可能な 5号機原

子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）の電源から充

電器を用いて充電することができる設計とする。乾電池を使用

する所内通信連絡設備については，予備の乾電池と交換するこ

とにより，7日間以上継続して通話ができる設計とする。  

また，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，地震時及び地震

後においても，通信連絡に係る機能を保持するため，表 2に示

す固縛又は固定による転倒，横滑り，飛び跳ね及び落下の防止

措置（以下「転倒防止措置等」という。）を実施するとともに，

信号ケーブル及び電源ケーブルは，耐震性を有する電線管，ト

レイ及びダクト（以下「電線管等」という。）に敷設する設計と

する。 

転倒防止措置等については，V-1-1-7「安全設備及び重大事

故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関する

説明書」に，耐震性に関する詳細は，V-2「耐震性に関する説明

書」のうち V-2-1「耐震設計の基本方針」に示す。 

 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）に

設置又は保管する送受話器（ページング）（警報装置），送受話

器（ページング），電力保安通信用電話設備（固定電話機，PHS

端末及び FAX），衛星電話設備（常設），衛星電話設備（可搬型），

無線連絡設備（常設），無線連絡設備（可搬型），携帯型音声呼

出電話設備（携帯型音声呼出電話機），5号機屋外緊急連絡用イ

ンターフォン（インターフォン），緊急時対策支援システム伝

送装置及び SPDS 表示装置並びに 5 号機原子炉建屋内緊急時対

策所（待機場所）に設置する送受話器（ページング）（警報装

ム伝送装置及び SPDS 表示装置を 5 号機原子炉建屋内緊急時対

策所（対策本部・高気密室）内に設置する。 

これらの重大事故等が発生した場合に必要な所内通信連絡

設備及び安全パラメータ表示システム（SPDS）については，図

1 に示すとおり代替電源設備である第一ガスタービン発電機，

電源車又は 5号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備

から給電が可能な設計とする。充電式電池を使用する所内通信

連絡設備については，予備の充電式電池と交換すること又は予

備の端末を使用することにより，継続して通話ができ，使用後

の充電式電池は，代替電源設備からの給電が可能な 5号機原子

炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）の電源から充電

器を用いて充電することができる設計とする。乾電池を使用す

る所内通信連絡設備については，予備の乾電池と交換すること

により，7日間以上継続して通話ができる設計とする。  

また，基準地震動Ｓｓによる地震力に対し，地震時及び地震

後においても，通信連絡に係る機能を保持するため，表 2に示

す固縛又は固定による転倒，横滑り，飛び跳ね及び落下の防止

措置（以下「転倒防止措置等」という。）を実施するとともに，

信号ケーブル及び電源ケーブルは，耐震性を有する電線管，ト

レイ及びダクト（以下「電線管等」という。）に敷設する設計と

する。  

転倒防止措置等については，Ⅵ-1-1-7「安全設備及び重大事

故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関する

説明書」に，耐震性に関する詳細は，Ⅵ-2「耐震性に関する説

明書」のうちⅥ-2-1「耐震設計の基本方針」に示す。  

 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）に

設置又は保管する送受話器（ページング）（警報装置），送受話

器（ページング），電力保安通信用電話設備（固定電話機，PHS

端末及び FAX），衛星電話設備（常設），衛星電話設備（可搬型），

無線連絡設備（常設），無線連絡設備（可搬型），携帯型音声呼

出電話設備（携帯型音声呼出電話機），5号機屋外緊急連絡用イ

ンターフォン（インターフォン），緊急時対策支援システム伝送

装置及び SPDS 表示装置並びに 5 号機原子炉建屋内緊急時対策

所（待機場所）に設置する送受話器（ページング）（警報装置）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異 

 

 

 

・差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

5 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

置），送受話器（ページング）は，計測制御系統施設の設備を緊

急時対策所の設備として兼用する。 

通信連絡設備（発電所内）の一部は，6号機及び 7号機で共

用する設計とし，各設備の共用の区分を表 1に示す。 

 

 

3.1.1 送受話器（ページング）（警報装置）及び送受話器（ペー

ジング）  

発電所内の建屋内外各所の人に操作，作業，退避の指示，事

故対策のための集合等の連絡を行うために，送受話器（ページ

ング）（警報装置）及び送受話器（ページング）を設置する。送

受話器（ページング）（警報装置）及び送受話器（ページング）

は，ハンドセット及びスピーカから構成される。  

指示は，発電所各所に設置するハンドセットを使用し，スピ

ーカにて行うことができる設計とする。また，中央制御室又は

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）から

発電所内へブザー鳴動及び音声による警報を行うことができ

る設計とする。  

発電所の運転及び保守業務に必要なパトロール経路，並びに

機器の操作監視に必要な場所で，目につき易く利便性の高い位

置にハンドセットを設け，発電所内の建屋内外各所との通信連

絡ができる設計とする。  

スピーカは，ハンドセットの近傍に設置するが，設置場所の

暗騒音レベル及び設置環境を考慮して設置する。  

 

送受話器（ページング）（警報装置）及び送受話器（ページン

グ）は，送受話器（ページング）用 48V 蓄電池に接続し，外部

電源が期待できない場合でも動作可能な設計とする。 

 

3.1.2 電力保安通信用電話設備（固定電話機，PHS端末及びFAX） 

 

中央制御室，5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・

高気密室）及び屋内外の作業場所との間で相互に通信連絡を行

うために，電力保安通信用電話設備（固定電話機，PHS 端末及

び FAX）のうち固定電話機及び PHS 端末を設置又は保管する。

及び送受話器（ページング）は，計測制御系統施設の設備を緊

急時対策所の設備として兼用する。  

通信連絡設備（発電所内）の一部は，6 号機及び 7 号機で共

用する設計とし，各設備の共用の区分を表 1に示す。 

 

 

3.1.1 送受話器（ページング）（警報装置）及び送受話器（ペー

ジング）  

発電所内の建屋内外各所の人に操作，作業，退避の指示，事

故対策のための集合等の連絡を行うために，送受話器（ページ

ング）（警報装置）及び送受話器（ページング）を設置する。送

受話器（ページング）（警報装置）及び送受話器（ページング）

は，ハンドセット及びスピーカから構成される。 

指示は，発電所各所に設置するハンドセットを使用し，スピ

ーカにて行うことができる設計とする。また，中央制御室又は

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）から

発電所内へブザー鳴動及び音声による警報を行うことができ

る設計とする。 

発電所の運転及び保守業務に必要なパトロール経路，並びに

機器の操作監視に必要な場所で，目につき易く利便性の高い位

置にハンドセットを設け，発電所内の建屋内外各所との通信連

絡ができる設計とする。 

スピーカは，ハンドセットの近傍に設置するが，設置場所の

暗騒音レベル及び設置環境を考慮して設置する。  

 

送受話器（ページング）（警報装置）及び送受話器（ページン

グ）は，送受話器（ページング）用 48V 蓄電池に接続し，外部

電源が期待できない場合でも動作可能な設計とする。 

 

3.1.2 電力保安通信用電話設備（固定電話機，PHS 端末及び FAX） 

 

中央制御室，5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・

高気密室）及び屋内外の作業場所との間で相互に通信連絡を行

うために，電力保安通信用電話設備（固定電話機，PHS 端末及

び FAX）のうち固定電話機及び PHS 端末を設置又は保管する。
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6 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また，中央制御室及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部・高気密室）との間で相互に通信連絡を行うために，電力

保安通信用電話設備（固定電話機，PHS 端末及び FAX）のうち

FAX を設置する。 

電力保安通信用電話設備（固定電話機，PHS 端末及び FAX）

のうち固定電話機及び FAX は，非常用所内電源又は無停電電源

に接続し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計と

する。また，PHS 端末の電源は，充電式電池（本体内蔵）を使

用し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計とす

る。 

 

3.1.3 衛星電話設備（常設）及び衛星電話設備（可搬型）  

中央制御室，5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・

高気密室）及び屋外の作業場所との間で相互に通信連絡を行う

ために，衛星電話設備（常設）及び衛星電話設備（可搬型）を

設置又は保管する。 

衛星電話設備（常設）は，図 2に示すとおり屋外に設置した

アンテナと接続することにより，屋内で使用できる設計とす

る。 

衛星電話設備（常設）は，非常用所内電源又は無停電電源に

接続し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計とす

る。また，衛星電話設備（可搬型）の電源は充電式電池（本体

内蔵）を使用し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な

設計とする。  

重大事故等が発生した場合に使用する中央制御室に設置す

る衛星電話設備（常設）は，非常用ディーゼル発電設備である

非常用ディーゼル発電機に加えて，常設代替交流電源設備であ

る第一ガスタービン発電機又は可搬型代替交流電源設備であ

る電源車から給電が可能な設計とし，5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部・高気密室）に設置する衛星電話設備（常

設）は，非常用ディーゼル発電設備である非常用ディーゼル発

電機に加えて，代替電源設備である 5号機原子炉建屋内緊急時

対策所用可搬型電源設備から給電が可能な設計とする。また，

衛星電話設備（可搬型）の電源は，充電式電池（本体内蔵）を

使用し，予備の充電式電池と交換すること又は予備の端末を使

また，中央制御室及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策

本部・高気密室）との間で相互に通信連絡を行うために，電力

保安通信用電話設備（固定電話機，PHS 端末及び FAX）のうち

FAX を設置する。 

電力保安通信用電話設備（固定電話機，PHS 端末及び FAX）の

うち固定電話機及び FAX は，非常用所内電源又は無停電電源に

接続し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計とす

る。また，PHS 端末の電源は，充電式電池（本体内蔵）を使用

し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計とする。 

 

 

3.1.3 衛星電話設備（常設）及び衛星電話設備（可搬型）  

中央制御室，5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・

高気密室）及び屋外の作業場所との間で相互に通信連絡を行う

ために，衛星電話設備（常設）及び衛星電話設備（可搬型）を

設置又は保管する。 

衛星電話設備（常設）は，図 2に示すとおり屋外に設置した

アンテナと接続することにより，屋内で使用できる設計とす

る。 

衛星電話設備（常設）は，非常用所内電源又は無停電電源に

接続し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計とす

る。また，衛星電話設備（可搬型）の電源は充電式電池（本体

内蔵）を使用し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な

設計とする。  

重大事故等が発生した場合に使用する中央制御室に設置す

る衛星電話設備（常設）は，非常用ディーゼル発電設備である

非常用ディーゼル発電機に加えて，常設代替交流電源設備であ

る第一ガスタービン発電機又は可搬型代替交流電源設備であ

る電源車から給電が可能な設計とし，5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部・高気密室）に設置する衛星電話設備（常

設）は，非常用ディーゼル発電設備である非常用ディーゼル発

電機に加えて，代替電源設備である 5号機原子炉建屋内緊急時

対策所用可搬型電源設備から給電が可能な設計とする。また，

衛星電話設備（可搬型）の電源は，充電式電池（本体内蔵）を

使用し，予備の充電式電池と交換すること又は予備の端末を使
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7 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 
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用することにより，継続して通話ができ，使用後の充電式電池

は，代替電源設備からの給電が可能な 5号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部・高気密室）の電源から充電器を用いて充

電することができる設計とする。 

 

3.1.4 無線連絡設備（常設）及び無線連絡設備（可搬型）  

中央制御室，5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・

高気密室）及び屋外の作業場所との間で相互に通信連絡を行う

ために，無線連絡設備（常設）及び無線連絡設備（可搬型）を

設置又は保管する。  

無線連絡設備（常設）は，非常用所内電源又は無停電電源に

接続し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計とす

る。また，無線連絡設備（可搬型）の電源は，充電式電池（本

体内蔵）を使用し，外部電源が期待できない場合でも動作可能

な設計とする。  

重大事故等が発生した場合に使用する中央制御室に設置す

る無線連絡設備（常設）は，非常用ディーゼル発電設備である

非常用ディーゼル発電機に加えて，常設代替交流電源設備であ

る第一ガスタービン発電機又は可搬型代替交流電源設備であ

る電源車から給電が可能な設計とし，5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部・高気密室）に設置する無線連絡設備（常

設）は，非常用ディーゼル発電設備である非常用ディーゼル発

電機に加えて，代替電源設備である 5号機原子炉建屋内緊急時

対策所用可搬型電源設備から給電が可能な設計とする。また，

無線連絡設備（可搬型）の電源は，充電式電池（本体内蔵）を

使用し，予備の充電式電池と交換すること又は予備の端末を使

用することにより，継続して通話ができ，使用後の充電式電池

は，代替電源設備からの給電が可能な 5号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部・高気密室）の電源から充電器を用いて充

電することができる設計とする。 

 

3.1.5 携帯型音声呼出電話設備（携帯型音声呼出電話機）  

中央制御室と屋内の作業場所との間又は 5 号機原子炉建屋

内緊急時対策所（対策本部・高気密室）と 5号機原子炉建屋内

緊急時対策所（待機場所）との間で相互に通信連絡を行うため

用することにより，継続して通話ができ，使用後の充電式電池

は，代替電源設備からの給電が可能な 5号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部・高気密室）の電源から充電器を用いて充

電することができる設計とする。 

 

3.1.4 無線連絡設備（常設）及び無線連絡設備（可搬型）  

中央制御室，5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・

高気密室）及び屋外の作業場所との間で相互に通信連絡を行う

ために，無線連絡設備（常設）及び無線連絡設備（可搬型）を

設置又は保管する。 

無線連絡設備（常設）は，非常用所内電源又は無停電電源に

接続し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計とす

る。また，無線連絡設備（可搬型）の電源は，充電式電池（本

体内蔵）を使用し，外部電源が期待できない場合でも動作可能

な設計とする。  

重大事故等が発生した場合に使用する中央制御室に設置す

る無線連絡設備（常設）は，非常用ディーゼル発電設備である

非常用ディーゼル発電機に加えて，常設代替交流電源設備であ

る第一ガスタービン発電機又は可搬型代替交流電源設備であ

る電源車から給電が可能な設計とし，5 号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部・高気密室）に設置する無線連絡設備（常

設）は，非常用ディーゼル発電設備である非常用ディーゼル発

電機に加えて，代替電源設備である 5号機原子炉建屋内緊急時

対策所用可搬型電源設備から給電が可能な設計とする。また，

無線連絡設備（可搬型）の電源は，充電式電池（本体内蔵）を

使用し，予備の充電式電池と交換すること又は予備の端末を使

用することにより，継続して通話ができ，使用後の充電式電池

は，代替電源設備からの給電が可能な 5号機原子炉建屋内緊急

時対策所（対策本部・高気密室）の電源から充電器を用いて充

電することができる設計とする。 

 

3.1.5 携帯型音声呼出電話設備（携帯型音声呼出電話機）  

中央制御室と屋内の作業場所との間又は 5号機原子炉建屋内

緊急時対策所（対策本部・高気密室）と 5号機原子炉建屋内緊

急時対策所（待機場所）との間で相互に通信連絡を行うために，
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に，携帯型音声呼出電話機を保管する。  

携帯型音声呼出電話設備は，端末である携帯型音声呼出電話

機，中継用ケーブルドラム及び専用接続箱の端子を容易に接続

できる端子とすることで，確実に使用できる設計とする。  

携帯型音声呼出電話機の電源は，乾電池を使用し，外部電源

が期待できない場合でも動作可能な設計とする。  

重大事故等が発生した場合に使用する携帯型音声呼出電話

機の電源は，乾電池を使用し，予備の乾電池と交換することに

より，7日間以上継続して通話ができる設計とする。 

 

3.1.6 5 号機屋外緊急連絡用インターフォン（インターフォン） 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）と

5号機屋外，又は 5号機中央制御室と 5号機屋外の間で相互に

通信連絡を行うために，5 号機屋外緊急連絡用インターフォン

（インターフォン）を設置する。  

5 号機屋外緊急連絡用インターフォン（インターフォン）は，

非常用ディーゼル発電設備である非常用ディーゼル発電機に

接続し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計とす

る。 

重大事故等が発生した場合に使用する 5 号機屋外緊急連絡

用インターフォン（インターフォン）は，非常用ディーゼル発

電設備である非常用ディーゼル発電機に加えて，代替電源設備

である 5 号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備か

ら給電が可能な設計とする。 

 

3.1.7 安全パラメータ表示システム（SPDS）  

原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障そ

の他の異常及び重大事故等が発生した場合において，5 号機原

子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）へ表 4に示す

事故状態等の把握に必要なデータを伝送できる設備として，図

3 に示すとおりデータ伝送装置，緊急時対策支援システム伝送

装置及び SPDS 表示装置で構成する安全パラメータ表示システ

ム（SPDS）を設置する。 

安全パラメータ表示システム（SPDS）は，非常用所内電源又

は無停電電源に接続し，外部電源が期待できない場合でも動作

携帯型音声呼出電話機を保管する。 

携帯型音声呼出電話設備は，端末である携帯型音声呼出電話

機，中継用ケーブルドラム及び専用接続箱の端子を容易に接続

できる端子とすることで，確実に使用できる設計とする。  

携帯型音声呼出電話機の電源は，乾電池を使用し，外部電源

が期待できない場合でも動作可能な設計とする。  

重大事故等が発生した場合に使用する携帯型音声呼出電話

機の電源は，乾電池を使用し，予備の乾電池と交換することに

より，7日間以上継続して通話ができる設計とする。 

 

3.1.6 5 号機屋外緊急連絡用インターフォン（インターフォン） 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）と 5

号機屋外，又は 5号機中央制御室と 5号機屋外の間で相互に通
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インターフォン（インターフォン）は，非常用ディーゼル発電

設備である非常用ディーゼル発電機に加えて，代替電源設備で

ある 5号機原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備から給

電が可能な設計とする。 
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の他の異常及び重大事故等が発生した場合において，5 号機原

子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）へ表 4に示す

事故状態等の把握に必要なデータを伝送できる設備として，図

3 に示すとおりデータ伝送装置，緊急時対策支援システム伝送

装置及び SPDS 表示装置で構成する安全パラメータ表示システ

ム（SPDS）を設置する。 
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は無停電電源に接続し，外部電源が期待できない場合でも動作
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可能な設計とする。 

重大事故等が発生した場合に使用する安全パラメータ表示

システム（SPDS）のうちデータ伝送装置は，非常用ディーゼル

発電設備である非常用ディーゼル発電機に加えて，全交流動力

電源が喪失した場合においても，常設代替交流電源設備である

第一ガスタービン発電機又は可搬型代替交流電源設備である

電源車から給電が可能な設計とする。また，5 号機原子炉建屋

内緊急時対策所（対策本部・高気密室）に設置する緊急時対策

支援システム伝送装置及び SPDS 表示装置は，非常用ディーゼ

ル発電設備である非常用ディーゼル発電機に加えて，全交流動

力電源が喪失した場合においても，代替電源設備である 5号機

原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備から給電が可能

な設計とする。  

安全パラメータ表示システム（SPDS）のうちデータ伝送装置

及び緊急時対策支援システム伝送装置は，常時伝送を行う設計

とする。 

表 4に示す 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高

気密室）へ伝送している，原子炉冷却系統に係る発電用原子炉

施設の損壊又は故障その他の異常及び重大事故等の対処に必

要なパラメータは，通常のデータ伝送ラインが使用できない場

合に，耐震性のある無線通信装置（伝送路）で構成するバック

アップ伝送ラインによりデータを収集できる設計とする。 

 

3.2 通信連絡設備（発電所外）  

設計基準事故が発生した場合において，発電所外の本社，国，

地方公共団体その他関係機関の必要箇所へ事故の発生等に係

る連絡を音声，FAX 及びテレビ会議により行うことができる所

外通信連絡設備として，表 1に示すテレビ会議システム（テレ

ビ会議システム（社内向）），専用電話設備（専用電話設備（ホ

ットライン）（地方公共団体他向）），衛星電話設備（社内向）

（テレビ会議システム（社内向）及び衛星社内電話機），衛星電

話設備（常設），衛星電話設備（可搬型）及び統合原子力防災ネ

ットワークを用いた通信連絡設備（テレビ会議システム，IP-

電話機及び IP-FAX）を設置又は保管する。  

 

可能な設計とする。 

重大事故等が発生した場合に使用する安全パラメータ表示

システム（SPDS）のうちデータ伝送装置は，非常用ディーゼル

発電設備である非常用ディーゼル発電機に加えて，全交流動力
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力電源が喪失した場合においても，代替電源設備である 5号機

原子炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備から給電が可能

な設計とする。 

安全パラメータ表示システム（SPDS）のうちデータ伝送装置

及び緊急時対策支援システム伝送装置は，常時伝送を行う設計

とする。 

表 4に示す 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高

気密室）へ伝送している，原子炉冷却系統に係る発電用原子炉

施設の損壊又は故障その他の異常及び重大事故等の対処に必

要なパラメータは，通常のデータ伝送ラインが使用できない場

合に，耐震性のある無線通信装置（伝送路）で構成するバック

アップ伝送ラインによりデータを収集できる設計とする。 

 

3.2 通信連絡設備（発電所外）  

設計基準事故が発生した場合において，発電所外の本社，国，

地方公共団体その他関係機関の必要箇所へ事故の発生等に係

る連絡を音声，FAX 及びテレビ会議により行うことができる所

外通信連絡設備として，表 1に示すテレビ会議システム（テレ

ビ会議システム（社内向）），専用電話設備（専用電話設備（ホ

ットライン）（地方公共団体他向）），衛星電話設備（社内向）（テ

レビ会議システム（社内向）及び衛星社内電話機），衛星電話設

備（常設），衛星電話設備（可搬型）及び統合原子力防災ネット

ワークを用いた通信連絡設備（テレビ会議システム，IP-電話機

及び IP-FAX）を設置又は保管する。 
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また，発電所内から発電所外の緊急時対策支援システム

（ERSS）等へ必要なデータを伝送できる設備として，データ伝

送設備を設置する。 

所外通信連絡設備及びデータ伝送設備については，表 3に示

すとおり有線系又は衛星系回線による通信方式の多様性を備

えた構成の通信回線に接続する。テレビ会議システム（テレビ

会議システム（社内向）），専用電話設備（専用電話設備（ホッ

トライン）（地方公共団体他向）），衛星電話設備（社内向）（テ

レビ会議システム（社内向）及び衛星社内電話機），統合原子力

防災ネットワークを用いた通信連絡設備（テレビ会議システ

ム，IP-電話機及び IP-FAX）及びデータ伝送設備は，専用通信

回線に接続し，輻輳による使用制限又は通信事業者による通信

制限を受けることなく常時使用できる設計とする。また，これ

らの専用通信回線の容量は通話及びデータ伝送に必要な容量

に対し十分な余裕を確保した設計とする。 

 

所外通信連絡設備及びデータ伝送設備については，図 1に示

すとおり非常用所内電源又は無停電電源に接続又は充電式電

池若しくは乾電池を使用し，外部電源が期待できない場合でも

動作可能な設計とする。  

原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障そ

の他の異常が発生した場合において，データ伝送設備は，基準

地震動Ｓｓによる地震力に対し，地震時及び地震後において

も，緊急時対策支援システム（ERSS）等へ必要なデータを伝送

する機能を保持するため，表 2に示す固縛又は固定による転倒

防止処置等を実施するとともに，信号ケーブル及び電源ケーブ

ルは，耐震性を有する電線管等の電路に敷設する設計とする。 

 

転倒防止措置等については，V-1-1-7「安全設備及び重大事

故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関する

説明書」に，耐震性に関する詳細は，V-2「耐震性に関する説明

書」のうち V-2-1「耐震設計の基本方針」に示す。 
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すとおり非常用所内電源又は無停電電源に接続又は充電式電

池若しくは乾電池を使用し，外部電源が期待できない場合でも
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地震動Ｓｓによる地震力に対し，地震時及び地震後において

も，緊急時対策支援システム（ERSS）等へ必要なデータを伝送

する機能を保持するため，表 2に示す固縛又は固定による転倒

防止処置等を実施するとともに，信号ケーブル及び電源ケーブ

ルは，耐震性を有する電線管等の電路に敷設する設計とする。 

 

転倒防止措置等については，Ⅵ-1-1-7「安全設備及び重大事

故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関する
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・設工認申請号機の違いによる
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重大事故等が発生した場合において，発電所外（社内外）の

通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必要

な所外通信連絡設備及び計測等を行った特に重要なパラメー

タを発電所外（社内外）の必要な場所で共有するために必要な

所外通信連絡設備として，表 1に示す必要な数量の衛星電話設

備（常設）を中央制御室及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策所

（対策本部・高気密室）に設置し，衛星電話設備（可搬型）及

び統合原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設備（テレビ

会議システム，IP-電話機及び IP-FAX）を 5号機原子炉建屋内

緊急時対策所（対策本部・高気密室）に設置又は保管する。な

お，可搬型については必要な数量に加え，故障を考慮した数量

の予備を保管する。 

また，発電所内から発電所外の緊急時対策支援システム

（ERSS）等へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送

できる設備として，緊急時対策支援システム伝送装置で構成す

るデータ伝送設備を 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部・高気密室）に設置する。  

これらの重大事故等が発生した場合に必要な所外通信連絡

設備及びデータ伝送設備については，図 1に示すとおり代替電

源設備である第一ガスタービン発電機，電源車又は 5号機原子

炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備から給電が可能な設

計とする。充電式電池を使用する所外通信連絡設備について

は，予備の充電式電池と交換すること又は予備の端末を使用す

ることにより，継続して通話ができ，使用後の充電式電池は，

代替電源設備から給電が可能な 5 号機原子炉建屋内緊急時対

策所（対策本部・高気密室）の電源から充電器を用いて充電す

ることができる設計とする。  

重大事故等が発生した場合に必要な所外通信連絡設備及び

データ伝送設備については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対

し，地震時及び地震後においても通信連絡に係る機能を保持す

るため，表 2に示す固縛又は固定による転倒防止処置等を実施

するとともに，信号ケーブル及び電源ケーブルは，耐震性を有

する電線管等の電路に敷設する設計とする。 

転倒防止措置等については，V-1-1-7「安全設備及び重大事

故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関する

重大事故等が発生した場合において，発電所外（社内外）の

通信連絡をする必要のある場所と通信連絡を行うために必要

な所外通信連絡設備及び計測等を行った特に重要なパラメー

タを発電所外（社内外）の必要な場所で共有するために必要な

所外通信連絡設備として，表 1に示す必要な数量の衛星電話設

備（常設）を中央制御室及び 5号機原子炉建屋内緊急時対策所

（対策本部・高気密室）に設置し，衛星電話設備（可搬型）及

び統合原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設備（テレビ

会議システム，IP-電話機及び IP-FAX）を 5 号機原子炉建屋内

緊急時対策所（対策本部・高気密室）に設置又は保管する。な

お，可搬型については必要な数量に加え，故障を考慮した数量

の予備を保管する。 

また，発電所内から発電所外の緊急時対策支援システム

（ERSS）等へ重大事故等に対処するために必要なデータを伝送

できる設備として，緊急時対策支援システム伝送装置で構成す

るデータ伝送設備を 5号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本

部・高気密室）に設置する。 

これらの重大事故等が発生した場合に必要な所外通信連絡

設備及びデータ伝送設備については，図 1に示すとおり代替電

源設備である第一ガスタービン発電機，電源車又は 5号機原子

炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備から給電が可能な設

計とする。充電式電池を使用する所外通信連絡設備について

は，予備の充電式電池と交換すること又は予備の端末を使用す

ることにより，継続して通話ができ，使用後の充電式電池は，

代替電源設備から給電が可能な 5号機原子炉建屋内緊急時対策

所（対策本部・高気密室）の電源から充電器を用いて充電する

ことができる設計とする。 

重大事故等が発生した場合に必要な所外通信連絡設備及び

データ伝送設備については，基準地震動Ｓｓによる地震力に対

し，地震時及び地震後においても通信連絡に係る機能を保持す

るため，表 2に示す固縛又は固定による転倒防止処置等を実施

するとともに，信号ケーブル及び電源ケーブルは，耐震性を有

する電線管等の電路に敷設する設計とする。 

転倒防止措置等については，Ⅵ-1-1-7「安全設備及び重大事

故等対処設備が使用される条件の下における健全性に関する
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・設工認申請号機の違いによる

差異 



 

12 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明書」に，耐震性に関する詳細は，V-2「耐震性に関する説明

書」のうち V-2-1「耐震設計の基本方針」に示す。 

 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）に

設置又は保管するテレビ会議システム（テレビ会議システム

（社内向）），専用電話設備（専用電話設備（ホットライン）（地

方公共団体他向）），衛星電話設備（社内向）（テレビ会議システ

ム（社内向）及び衛星社内電話機），衛星電話設備（常設），衛

星電話設備（可搬型），統合原子力防災ネットワークを用いた

通信連絡設備（テレビ会議システム，IP-電話機及び IP-FAX）

及びデータ伝送設備は，計測制御系統施設の設備を緊急時対策

所の設備として兼用する。 

 

通信連絡設備（発電所外）の一部は，6号機及び 7号機で共

用する設計とし，各設備の共用の区分を表 1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

説明書」に，耐震性に関する詳細は，Ⅵ-2「耐震性に関する説

明書」のうちⅥ-2-1「耐震設計の基本方針」に示す。 

 

5 号機原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）に

設置又は保管するテレビ会議システム（テレビ会議システム

（社内向）），専用電話設備（専用電話設備（ホットライン）（地

方公共団体他向）），衛星電話設備（社内向）（テレビ会議システ

ム（社内向）及び衛星社内電話機），衛星電話設備（常設），衛

星電話設備（可搬型），統合原子力防災ネットワークを用いた通

信連絡設備（テレビ会議システム，IP-電話機及び IP-FAX）及

びデータ伝送設備は，計測制御系統施設の設備を緊急時対策所

の設備として兼用する。 

 

通信連絡設備（発電所外）の一部は，6 号機及び 7 号機で共

用する設計とし，各設備の共用の区分を表 1に示す。 
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3.2.1 テレビ会議システム（テレビ会議システム（社内向））  

発電所と本社等との間で通信連絡を行うために，当社が構築

する専用の電力保安通信用回線（有線系回線）によるテレビ会

議システム（社内向）を設置する。 

テレビ会議システム（社内向）は，非常用ディーゼル発電設

備である非常用ディーゼル発電機に接続し，外部電源が期待で

きない場合でも動作可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.2 専用電話設備（専用電話設備（ホットライン）（地方公

共団体他向））  

発電所と地方公共団体その他関係機関との間で通信連絡を

行うために，通信事業者が提供する専用通信回線（有線系回線）

による専用電話設備（ホットライン）（地方公共団体他向）を設

置する。  

 

専用電話設備（ホットライン）（地方公共団体他向）の電源

は，乾電池を使用し，外部電源が期待できない場合でも動作可

能な設計とする。 

 

 

3.2.3 衛星電話設備（社内向）（テレビ会議システム（社内向）

及び衛星社内電話機）  

発電所と本社との間で通信連絡を行うために，通信事業者が

3.2.1 テレビ会議システム（テレビ会議システム（社内向））  

発電所と本社等との間で通信連絡を行うために，当社が構築

する専用の電力保安通信用回線（有線系回線）によるテレビ会

議システム（社内向）を設置する。 

テレビ会議システム（社内向）は，非常用ディーゼル発電設

備である非常用ディーゼル発電機に接続し，外部電源が期待で

きない場合でも動作可能な設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2.2 専用電話設備（専用電話設備（ホットライン）（地方公共

団体他向））  

発電所と地方公共団体その他関係機関との間で通信連絡を

行うために，通信事業者が提供する専用通信回線（有線系回線）

による専用電話設備（ホットライン）（地方公共団体他向）を設

置する。 

 

専用電話設備（ホットライン）（地方公共団体他向）の電源は，

乾電池を使用し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な

設計とする。 

 

 

3.2.3 衛星電話設備（社内向）（テレビ会議システム（社内向）

及び衛星社内電話機）  

発電所と本社との間で通信連絡を行うために，通信事業者が
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14 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提供する衛星無線通信回線（衛星系回線）による衛星電話設備

（社内向）（テレビ会議システム（社内向）及び衛星社内電話

機）を設置する。  

衛星電話設備（社内向）（テレビ会議システム（社内向）及び

衛星社内電話機）は，非常用ディーゼル発電設備である非常用

ディーゼル発電機に接続し，外部電源が期待できない場合でも

動作可能な設計とする。 

 

3.2.4 衛星電話設備（常設）及び衛星電話設備（可搬型）  

発電所と本社，国，地方公共団体その他関係機関との間で通

信連絡を行うために，通信事業者が提供する回線（衛星系回線）

による衛星電話設備（常設）及び衛星電話設備（可搬型）を設

置又は保管する。また，発電所と発電所外でモニタリングを行

う場所との間で通信連絡を行うために，衛星電話設備（可搬型）

を保管する。  

衛星電話設備（常設）は，図 2に示すとおり屋外に設置した

アンテナと接続することにより，屋内で使用できる設計とす

る。 

衛星電話設備（常設）は，非常用所内電源又は無停電電源に

接続し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計とす

る。また，衛星電話設備（可搬型）の電源は充電式電池（本体

内蔵）を使用し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な

設計とする。  

重大事故等が発生した場合に使用する中央制御室に設置す

る衛星電話設備（常設）は，非常用ディーゼル発電設備である

非常用ディーゼル発電機に加えて，常設代替交流電源設備であ

る第一ガスタービン発電機又は可搬型代替交流電源設備であ

る電源車から給電が可能な設計とする。また，5 号機原子炉建

屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）に設置する衛星電話

設備（常設）の電源は，非常用ディーゼル発電設備である非常

用ディーゼル発電機に加えて，代替電源設備である 5号機原子

炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備から給電が可能な設

計とする。また，衛星電話設備（可搬型）の電源は，充電式電

池（本体内蔵）を使用し，予備の充電式電池と交換すること又

は予備の端末を使用することにより，継続して通話ができ，使

提供する衛星無線通信回線（衛星系回線）による衛星電話設備

（社内向）（テレビ会議システム（社内向）及び衛星社内電話機）

を設置する。  

衛星電話設備（社内向）（テレビ会議システム（社内向）及び

衛星社内電話機）は，非常用ディーゼル発電設備である非常用

ディーゼル発電機に接続し，外部電源が期待できない場合でも

動作可能な設計とする。 

 

3.2.4 衛星電話設備（常設）及び衛星電話設備（可搬型）  

発電所と本社，国，地方公共団体その他関係機関との間で通

信連絡を行うために，通信事業者が提供する回線（衛星系回線）

による衛星電話設備（常設）及び衛星電話設備（可搬型）を設

置又は保管する。また，発電所と発電所外でモニタリングを行

う場所との間で通信連絡を行うために，衛星電話設備（可搬型）

を保管する。 

衛星電話設備（常設）は，図 2に示すとおり屋外に設置した

アンテナと接続することにより，屋内で使用できる設計とす

る。 

衛星電話設備（常設）は，非常用所内電源又は無停電電源に

接続し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な設計とす

る。また，衛星電話設備（可搬型）の電源は充電式電池（本体

内蔵）を使用し，外部電源が期待できない場合でも動作可能な

設計とする。 

重大事故等が発生した場合に使用する中央制御室に設置す

る衛星電話設備（常設）は，非常用ディーゼル発電設備である

非常用ディーゼル発電機に加えて，常設代替交流電源設備であ

る第一ガスタービン発電機又は可搬型代替交流電源設備であ

る電源車から給電が可能な設計とする。また，5 号機原子炉建

屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）に設置する衛星電話

設備（常設）の電源は，非常用ディーゼル発電設備である非常

用ディーゼル発電機に加えて，代替電源設備である 5号機原子

炉建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備から給電が可能な設

計とする。また，衛星電話設備（可搬型）の電源は，充電式電

池（本体内蔵）を使用し，予備の充電式電池と交換すること又

は予備の端末を使用することにより，継続して通話ができ，使
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用後の充電式電池は，代替電源設備からの給電が可能な 5号機

原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）の電源から

充電器を用いて充電することができる設計とする。 

 

3.2.5 統合原子力防災ネットワ－クを用いた通信連絡設備（テ

レビ会議システム，IP-電話機及び IP-FAX） 

発電所と本社，国，地方公共団体へ通信連絡を行うために，

図 4 に示すとおり通信事業者が提供する特定顧客専用の統合

原子力防災ネットワーク回線（有線系及び衛星系回線）による

統合原子力防災ネットワ－クを用いた通信連絡設備（テレビ会

議システム，IP-電話機及び IP-FAX）を設置する。 

IP-電話機（有線系）及び IP-FAX（有線系）は有線系回線を

使用し，IP-電話機（衛星系）及び IP-FAX（衛星系）は衛星系

回線を使用できる設計とする。また，テレビ会議システムにつ

いては，有線系又は衛星系回線を使用できる設計とする。 

 

統合原子力防災ネットワ－クを用いた通信連絡設備（テレビ

会議システム，IP-電話機及び IP-FAX）は，非常用ディーゼル

発電設備である非常用ディーゼル発電機に接続し，外部電源が

期待できない場合でも動作可能な設計とする。 

 

重大事故等が発生した場合に使用する統合原子力防災ネッ

トワークを用いた通信連絡設備（テレビ会議システム，IP-電

話機及び IP-FAX）は，非常用ディーゼル発電設備である非常用

ディーゼル発電機に加えて，代替電源設備である 5号機原子炉

建屋内緊急時対策所用可搬型電源設備から給電が可能な設計

とする。 

 

3.2.6 データ伝送設備  

発電所内から発電所外の緊急時対策支援システム（ERSS）等

へ表 4に示す必要なデータを伝送できる設備として，図 3に示

すとおり通信事業者が提供する特定顧客専用の統合原子力防

災ネットワーク回線（有線系及び衛星系回線），当社が構築す

る専用の電力保安通信用回線（有線系回線）による緊急時対策

支援システム伝送装置で構成するデータ伝送設備を設置する。 

用後の充電式電池は，代替電源設備からの給電が可能な 5号機

原子炉建屋内緊急時対策所（対策本部・高気密室）の電源から

充電器を用いて充電することができる設計とする。 

 

3.2.5 統合原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設備（テ

レビ会議システム，IP-電話機及び IP-FAX）  

発電所と本社，国，地方公共団体へ通信連絡を行うために，

図 4に示すとおり通信事業者が提供する特定顧客専用の統合原

子力防災ネットワーク回線（有線系及び衛星系回線）による統

合原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設備（テレビ会議

システム，IP-電話機及び IP-FAX）を設置する。 

IP-電話機（有線系）及び IP-FAX（有線系）は有線系回線を使

用し，IP-電話機（衛星系）及び IP-FAX（衛星系）は衛星系回線

を使用できる設計とする。また，テレビ会議システムについて

は，有線系又は衛星系回線を使用できる設計とする。 

 

統合原子力防災ネットワークを用いた通信連絡設備（テレビ

会議システム，IP-電話機及び IP-FAX）は，非常用ディーゼル

発電設備である非常用ディーゼル発電機に接続し，外部電源が

期待できない場合でも動作可能な設計とする。 

 

重大事故等が発生した場合に使用する統合原子力防災ネッ

トワークを用いた通信連絡設備（テレビ会議システム，IP-電話

機及び IP-FAX）は，非常用ディーゼル発電設備である非常用デ

ィーゼル発電機に加えて，代替電源設備である 5号機原子炉建

屋内緊急時対策所用可搬型電源設備から給電が可能な設計と

する。 

 

3.2.6 データ伝送設備  

発電所内から発電所外の緊急時対策支援システム（ERSS）等

へ表 4に示す必要なデータを伝送できる設備として，図 3に示

すとおり通信事業者が提供する特定顧客専用の統合原子力防

災ネットワーク回線（有線系及び衛星系回線），当社が構築する

専用の電力保安通信用回線（有線系回線）による緊急時対策支

援システム伝送装置で構成するデータ伝送設備を設置する。 
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16 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データ伝送設備は，非常用ディーゼル発電設備である非常用

ディーゼル発電機に接続し，外部電源が期待できない場合でも

動作可能な設計とする。 

重大事故等が発生した場合に使用するデータ伝送設備は，非

常用ディーゼル発電設備である非常用ディーゼル発電機に加

えて，代替電源設備である 5号機原子炉建屋内緊急時対策所用

可搬型電源設備から給電が可能な設計とする。 

また，データ伝送設備は，常時伝送を行う設計とする。  

表 4 に示す緊急時対策支援システム（ERSS）等へ伝送してい

る原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障そ

の他の異常及び重大事故等に対処に必要なパラメータは，通常

のデータ伝送ラインが使用できない場合に，耐震性のある無線

通信装置（伝送路）で構成するバックアップ伝送ラインにより

データを収集できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データ伝送設備は，非常用ディーゼル発電設備である非常用

ディーゼル発電機に接続し，外部電源が期待できない場合でも

動作可能な設計とする。 

重大事故等が発生した場合に使用するデータ伝送設備は，非

常用ディーゼル発電設備である非常用ディーゼル発電機に加

えて，代替電源設備である 5号機原子炉建屋内緊急時対策所用

可搬型電源設備から給電が可能な設計とする。 

また，データ伝送設備は，常時伝送を行う設計とする。  

表 4 に示す緊急時対策支援システム（ERSS）等へ伝送してい

る原子炉冷却系統に係る発電用原子炉施設の損壊又は故障そ

の他の異常及び重大事故等に対処に必要なパラメータは，通常

のデータ伝送ラインが使用できない場合に，耐震性のある無線

通信装置（伝送路）で構成するバックアップ伝送ラインにより

データを収集できる設計とする。 
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17 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 通信連絡設備の電源概略構成図（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 通信連絡設備の電源概略構成図（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の差異（6号機電源系

統への修正） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

18 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 通信連絡設備の電源概略構成図（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 通信連絡設備の電源概略構成図（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備構成の差異（6号機非常用

ディーゼル発電機及び 6 号機電

力保安通信用電話設備（交換機）

を追記） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

19 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7 号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6 号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 衛星電話設備（常設）概略構成図 

 

 

 

図 3 安全パラメータ表示システム（SPDS）及びデータ伝送設備

の概略構成図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 衛星電話設備（常設）概略構成図 

 

 

 

図 3 安全パラメータ表示システム（SPDS）及びデータ伝送設備

の概略構成図 
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20 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 統合原子力防災ネットワ－クを用いた通信連絡設備（テ

レビ会議システム，IP-電話機及び IP-FAX）の概略構成図 

 

 

 

 

図 4 統合原子力防災ネットワ－クを用いた通信連絡設備（テレ

ビ会議システム，IP-電話機及び IP-FAX）の概略構成図 

 

 

 

・差異なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異 

・6号機の設計整理に伴い明確と

なった共用設備の記載を反映し

たことによる差異 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異 

・6号機の設計整理に伴い明確と

なった共用設備の記載を反映し

たことによる差異 

 

 

 

 

 



 

21 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異 

・記載の適正化（中継用ケーブル

ドラムの数量を記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異 

 

 

 

 

 

 

 



 

22 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異 
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23 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 
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24 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異（防災業務計画改定に伴う対

象パラメータ見直しによる差異） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

25 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異（防災業務計画改定に伴う対

象パラメータ見直しによる差異） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

26 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異（防災業務計画改定に伴う対

象パラメータ見直しによる差異） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

27 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異（防災業務計画改定に伴う対

象パラメータ見直しによる差異） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

28 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異（防災業務計画改定に伴う対

象パラメータ見直しによる差異） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

29 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異（防災業務計画改定に伴う対

象パラメータ見直しによる差異） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

30 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・設工認申請号機の違いによる

差異（防災業務計画改定に伴う対

象パラメータ見直しによる差異） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

31 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異（防災業務計画改定に伴う対

象パラメータ見直しによる差異） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

32 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異（防災業務計画改定に伴う対

象パラメータ見直しによる差異） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

33 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異（防災業務計画改定に伴う対

象パラメータ見直しによる差異） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

34 青字：柏崎刈羽原子力発電所第 6号機と柏崎刈羽原子力発電所第 7号機との差異 

島根原子力発電所 第 2号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 7号機 柏崎刈羽原子力発電所 第 6号機 備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設工認申請号機の違いによる

差異（防災業務計画改定に伴う対

象パラメータ見直しによる差異） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


